
※財源は全額、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用

※職員給与費 750 千円を含む

物価高騰による家計への負担を軽減するため、令和５年 12月 31 日までに出生した、高
校３年生までの児童を養育する子育て世帯に対し、児童１人当たり１万円を給付します（所
得制限は設けない）。

【内 訳】１万円×19,300 人
【給付方法】児童手当を受給している世帯※１ ：プッシュ型※2により支給

上記以外の世帯※3 ：申請により指定口座へ振込
※１ 公務員世帯を除く
※２ 給付金の対象者が申請することなく、行政が対象者に給付する方法
※３ 児童が高校生等のみの世帯や公務員世帯
（市から児童手当を支給していないため、口座情報などの申請が必要となります。）

物価高騰等の影響により経営環境が悪化する中、市内の中小企業や個人事業主に対
し、生産性向上（売上げ拡大を含む）に資する設備の導入等を支援します。

新型コロナウイルス感染症対策産業振興実行委員会補助金
（生産性向上等応援補助金）
【対 象】 市内に事業所を開設している中小企業・個人事業主
【申請期間】 令和６年１月下旬頃～３月下旬頃の予定※1

【補 助 金】 上限 1,000 千円（補助率 2/3※2）
※1 予算額に達した時点で募集終了
※2 事業継続力強化計画等の認定を受けたなどの場合に限り 3/4

令和 5年１２月定例市議会 補正予算の概要（追加提案）附属資料

物価高騰対応予算の内容

総額 241,450 千円

子育て世帯への支援 補正額 195,250 千円

子育て世帯への物価高騰対策臨時特別給付金給付事業 一般会計
概要 1-(1)、(2) こども課

中小企業・個人事業主への支援 補正額 46,200 千円

新型コロナウイルス感染症対策産業振興支援事業 一般会計
概要 1-(3) 産業振興課

令和 5 年 12 月 5 日
補 正 予 算 資 料
経営企画部財政課


